
第158回市町村セミナー分科会①

令和４年５月２７日（金）

特定非営利活動法人尾張東部権利擁護支援センター「あすライツ」

センター長 住田敦子
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担い手の育成 市民後見の実践報告

－尾張東部広域行政による市民後見の取組と課題－



特定非営利活動法人 尾張東部権利擁護支援センター

設置主体（５市１町） 平成23年10月開設

５市１町人口合計 478,536人
（令和4年4月1日現在）

①職員数 13人

・センター長（専門相談員兼務）

・専門相談員 7人（社会福祉士）

・事務員 5人（支援員兼務）

②事業内容

瀬戸市・尾張旭市・豊明市・日進市・長久手市・東郷町

平成23年～法人後見（累計108名）

平成27年～市民後見（受任実績累計29名）

平成31年4月～6市町の中核機関を受託
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市民後見人バンク登録者の皆さん

市民後見人として活動中のHさん（右）

監督人へ報告中のAさん

現在 第４期市民後見人養成研修開催中



１ 市民後見推進体制の検討

①委員構成（行政職員・専門職）

6市町担当課長（高齢or障害）学識経験者、弁護士、司法書士、社会福祉士、社会福祉協議会、

地域包括支援センター

②委員会での検討内容平成27年8月～10月（全6回）毎月2回開催

・先進地視察 大阪市成年後見支援センター・尾張東部圏域での市民後見推進の全体構想

市民後見人等に関する検討委員会（H27年度）全体構想枠組み作り

3当法人は市民後見監督人としてバックアップ



2 市民後見人養成研修の流れ
（現在第4期瀬戸市にて養成中 持ち回り開催）
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３バンク登録者の要件

（１）年齢要件

市民後見人バンク登録時20歳以上

（２）地理的要件

原則として尾張東部圏域内を範囲とし、
移動時間は市民後見人の自宅から被後見人等
の居住場所まで概ね30分程度とする。

（３）確認事項

①市民後見活動が持続出来る健康状態

②市民後見人が税金等滞納していないこと
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年齢に
上限は
ありません

※在住在勤、欠格事由等については研修受講応募要件に定めている



４ 市民後見人養成研修カリキュラム（第4期）
意思決定支援の科目変更（ガイドライン・事例検討・ロールプレイ）

講義・演習・実習７１時間・７カ月間（1５日間）



５受講方法・開催頻度

◆第４期市民後見人養成研修は集合・オンライン併用開催

①録画配信→課題を次の研修までに提出

②会場研修

or

ただし、録画配信による受講を希望した場合でも事例検討・

後見業務の実務など4科目については会場受講が必要
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◆開催頻度

持ち回り開催



６候補者調整および事前マッチングの実施
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申立て支援・候補者調整実施状況 2021年4月～2022年2月

令和３年度実績 法人
市民
後見人

弁護士 司法書士
社会
福祉士

全体

候補者調整依頼件数 3 9 15 31 28 86

調整決定 実人数 3 9 7 21 20 60

事前マッチング実施数 3 9 7 21 20 60

事前マッチング実施率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％



７ 受任実績の分類
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事案

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3
受任率
（％）

バンク登録者数 19 19 38 35 43 39

※ 法人後見からの
リレー累計

4 4 5 6 7 10

※専門職からの
リレー累計

0 0 0 0 0 2

受任者累計 5 10 12 19 20 29 74.4％
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8市民後見推進体制 課題の検討

①委員構成

6市町担当課長、学識経験者、弁護士、

司法書士、社会福祉士、精神保健福祉士

<オブザーバー>
愛知県・県社協・名古屋家庭裁判所

市民後見人受任経験者参加

②委員会での検討内容

令和2年７月～８月（全３回）

・5年間の振返り

・バンク登録者へのアンケートの実施

・今後の市民後見推進体制の在り方の整理

市民後見推進検討委員会(R2年度）
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課題１ 後見等報酬について

バンク登録者へのアンケート調査を実施

受任経験者ほど報酬を必要としていない



９ 受講生の減少と工夫
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10 愛知県市民後見推進事業受託

県の仕様書 ①県民にむけた成年後見制度の周知と理解 ②権利擁護人材の確保

受託者の事業のねらい ①仕様書の内容

②市民後見の推進が地域共生社会の実現に向けた意義の理解を図る

③行政、関係機関の理解促進を図り市民後見推進事業の体制づくりを進める

市民後見推進事業実績 ※愛知県からの受託事業

令和３年度

尾張東部権
利擁護支援
センター

尾張北部

権利擁護支
援センター

愛知県社会福
祉士会

平成29年受託 平成30年～共同受託 令和2年～共同受託



まとめ
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平成31年
『尾張東部圏域成年後見制度利用促進計画』策定

地域における権利擁護の一翼を担う市民後見人の養成、活動支援することにより認
知症や障害などにより、判断能力が不十分であっても尊厳を持って自らの意思で希
望を実現し、地域で暮らし続けることを可能とする共生社会の実現を目的とする。

①市民後見推進事業の目的

②市民後見人理念＝権利擁護と地域福祉の担い手

住民と行政との協働によって地域における「共助」を確立する。住民が地域の生活課
題に対する問題意識を共有し、主体的に参画し、解決に向けて協働する。

③費用対効果≠結果

令和3年度愛知県市民後見推進事業永田祐氏資料第３期市民後見人養成研修募集チラシ


